
多様なキャリア（WLB）の実践が、

女性の働き方だけでなく、男性の働き方も変える

学習院大学 経済学部教授

脇坂 明

ワーク・ライフ・バランス（WLB）施策とは、企業や組織において、従来型では通用しなくなった人

材マネジメントを「仕事と生活の調和」の側面から見直す施策のことである。それは狭い意味の子

育て支援を超えるもので、「働き方の多様性」を積極的に認めることが組織に利益をもたらす。働く

ものにとっても組織全体にとってもよいということで、「ｗｉｎ－ｗｉｎ」という好循環をもたらす可能性が

大きい。

WLB のポイントは、１）一時点でなく生涯で考えるということ、２）多様性で、様々なキャリアをもっ

た従業員がいたほうが、良い発想や創造性をもって仕事ができる、３）「ｗｉｎ－ｗｉｎ」の観点から、企

業・組織のパフォーマンスの視点を持ち続けること、４）女性の活用、つまり男女均等とセットで考え

る視点が重要である（スライド 4）。男女均等とファミリー・フレンドリー施策（従業員の家族に配慮し

た施策；以下、ファミフレ）がセットでないと業績が上がらない。

第三、第四の観点から、筆者の研究では「ｗｉｎ－ｗｉｎ」は、わが国でもみられる。なぜＷＬＢやフ

ァミフレを進めると、企業業績が高まるのか。それは、人材確保などを通じて組織の価値を向上さ

せる。誰もが利用できる休業や短時間勤務の普及により、仕事の分担や内容を見直すことによって、

コスト削減や生産性の向上につながる。

これらは、最初は女性従業員が中心だが、男性の働き方もかえ、とくに育児休業を取得したり、ま

わりに取得した人のいる男性は、時間効率の意識などが高くなり、子育てにも熱心になり、仕事に

もやりがいを感じている（スライド 19）。

多様な働き方のなかで、短時間正社員が重要である。現在フルタイムのものが一時的に短時間

正社員となったり、現在パートタイム社員のなかで、短時間正社員に登用されたりするものである

（スライド 20）。
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国の動き

２００７年１２月１８日

「仕事と生活（ワーク・ライフ・バランス）の
調和」憲章が実現

及び「仕事と生活の調和推進のための
行動指針」
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WLBの４つのポイント

１）一時点でなく生涯でみる

２）多様性—キャリアの多様性

３）「ｗｉｎ－ｗｉｎ」

企業のパフォーマンスとくに長期
のパフォーマンスの視点

４）女性活用 男女均等
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図表 均等度とファミフレ度

ファミフレ度

ファミフ
レ先行

本 格
活用

男性優先 均等先行

均
等
度
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JILPTのＷＬＢ調査
調査時期）2006年６－7月

調査対象）東京商工リサーチの企業データ
ベースから従業員300名以上の企業を、業種・
規模別に6000社を層化無作為抽出。管理職
(5名）、従業員(10名）にも配布

有効回答）

企業 863件（回収率14.4%）

管理職 3299件（回収率10.9%）

一般社員 6529件（回収率11.0%）
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財務データ ファミフレ度

均
等
度

（百万円）

103.8

3.89

61.4

1.42

86.1

2.29

65.3

3.40

一人当売り上げ

一人当経常利益

(百万円）
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WLB(ﾌｧﾐﾌﾚ） → 業績向上

１）人材確保仮説

２）リテンション仮説

３）モチベーション仮説① 仕事集中

４）モチベーション仮説② 意欲

５）モチベーション仮説③ 他の意欲

６）業務運営効率化仮説
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両立支援策の効果
（おおいにあった

＋ある程度あった）
ファミフレ度

均
等
度

女性従業員の勤労意欲
（モラール）を高める

男性従業員の勤労意欲
（モラール）を高める

従業員の仕事に対する
満足度を高める

職場の人間関係が向上
する

96.7

66.1

93.5

71.0

87.6

40.3

74.1

58.6

83.8

36.5

68.6

45.9

91.5

50.9

81.7

65.5
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人事、管理職、社員のズレ

均等、ファミフレ

制度の認知度
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男女にかかわりなく人材を育成

3.173.494.35計

2.853.173.81男性優先

3.123.484.33ファミフレ先行

3.393.634.66均等先行

3.493.724.80本格活用

社員管理職企業
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結婚・出産後も職場を辞めることなく
働くよう求めている

3.013.413.99計

2.803.133.47男性優先

3.033.504.18ファミフレ先行

3.023.393.91均等先行

3.273.644.51本格活用

社員管理職企業
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男性にも育児休業を積極的に取得す
るように勧めている

1.972.302.95計

1.792.132.36男性優先

2.022.523.35ファミフレ先行

1.942.222.75均等先行

2.202.493.53本格活用

社員管理職企業
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育児休業制度の有無と利用

0% 50% 100%

男性

女性

制度あり本人利用あり

制度ありまわり利用あ
り

制度あり利用無し

制度なし

わからない
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男性の育児休業と仕事(1)

2.923.483.553.363.423.36
205
4

2.813.223.323.233.293.20382わからない

2.773.563.593.223.353.27593制度なし

2.953.483.543.403.403.38512
制度あり利用

無し

3.093.553.663.563.563.50542
制度ありまわり

利用あり

3.763.964.003.924.004.0025
制度あり本人

利用あり

職場
満足

業績
貢献

必要
性

成長
感

達成
感

やり
が
い

N
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男性の育児休業と生活(１)

2.423.292.442.032.802054

2.103.312.321.872.75382わからない

2.373.292.432.102.81593制度なし

2.513.272.391.972.78512制度あり利用無し

2.533.282.562.072.82542
制度ありまわり利用あ
り

4.083.763.282.843.7625
制度あり本人利用あ
り

子供遊
ぶ

趣味ｽﾎﾟｰﾂ
地域活

動
人脈N
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東京都男女平等参画審議会専門調査会の報告書
「企業の実態に即したワーク・ライフ・バランスの推

進について」（2008年）

５つの効果

「ワーク・ライフ・バランスは従業員の意欲向上に
役立つ」

「人材確保等の企業メリットにつながる」

「長時間労働はリスクであり、生産性を高めな
い」

「社会的責任を果たす企業としてイメージが向上
する」

「顧客・取引先や消費者の理解を促進する」
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現在:正社員(正規・フルタイム） と パート・派

遣などとの分極化

ﾊﾟｰﾄ・派遣

正社員

企業とのつながり、柔軟性

賃金な
ど

高

高低

低

X 軸: 賃金、雇用保障など
Y 軸: 企業とのつながり、柔軟性
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将来: 多様で柔軟な働き方のイメージ

ﾊﾟｰﾄ・派遣

正社員

企業とのつながり、柔軟性

高

高低

低

多様化

改善

X 軸:賃金、雇用保障 など
Y 軸: 企業とのつながり、柔軟性

賃金など
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短時間正社員の課題

① 時間外勤務を前提とした業務慣行の見直し

② 目標管理制度の徹底と考課基準・方法の見直し

③ 管理職の短時間勤務の実績づくり

④ 職場の理解促進と協力体制の構築･･･管理者を初
めとする意識付けの徹底 および 本人のモラル
の高さと正社員としての「専門性」習得への積極性、
またそれに対する企業の支援
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「WLB実現に向けての指標の開発と

活用」

ワーク・ライフ・バランス塾

学習院大学経済経営研究所
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WLB-JUKU-INDEXのねらい

企業と社員の間に新しい「Ｗｉｎ－Ｗｉｎ」の関係の

構築のために

導入したWLB政策・制度の「仮説－検証」

政策・制度を導入した結果の自社のWLBの状

態把握

「WLBの現状」の正しい評価

ＷＬＢの自己評価指標⇒ＷＬＢ-JUKU-ＩＮＤＥＸ
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b15

経 営 パ フ ォ ー マ ン ス 指 標 の 構 成

「 ヒ ト 」 の 視 点

直 接 的 効 果

間 接 的 効 果

モ チ ベ ー シ ョ ン

健 康 度

人 材 確 保 (採 用 )

業 務 ﾌ ﾟ ﾛ ｾ ｽ の 視 点

定 着 (退 職 予 防 )

社 員 (女 性 ) 活 用
経 営 パ フ ォ ー
マ ン ス 指 標

顧 客 の 視 点

財 務 の 視 点

W LB指 標 の 構 成

W LB制 度 の 導 入

制 度 の W LB指 標

イン プ ッ ト要 素

個 人 に よ る
制 度 の 認 知

個 人 に とって
の W LBの 達 成

個 人 に よ る
制 度 の 利 用

個 人 の
W LB指 標

プ ロ セ ス 要 素

制 度 浸 透 の W LB指 標

経 営 パ フォ ー マ
ン ス の 実 現

ア ウ トカム 要 素

経 営 パ フォー マ
ン ス 指 標

制 度 認 知 の
W LB指 標

制 度 利 用 の
W LB指 標

W LB指 標

W LBの 経 営
方 針 の 設 定
と推 進 体 制
の 整 備

推 進 体 制 の
W LB指 標

支 援 制 度 の
W LB指 標

基 盤 制 度 の
W LB指 標

W L B 政 策 ・ 制 度 の 基 盤 の 指 標

人 事 管 理基 盤 の 指 標 仕 事 の 管 理
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組織調査（個人調査）

１２７企業・施設
ＷＬＢ塾参加企業（先進的企業） 9社

上場企業 ４０社

中小企業 １６社

医療施設 ６２施設
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